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環境エネルギー部みどり自然課 

鳥獣保護区制度の概要について 

 

鳥獣保護区は、鳥獣の保護の見地から「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」

に基づき指定される区域で、環境大臣が指定する国指定鳥獣保護区と、都道府県知事が指定する

都道府県指定鳥獣保護区の２種類がある。 

また、環境大臣又は都道府県知事は、鳥獣保護区の区域内で鳥獣の保護又はその生息地の保護

を図るため特に必要があると認める区域を特別保護地区に指定することができる。 

鳥獣保護区内においては、狩猟が禁止されるほか、特別保護地区内においては、一定の開発行

為が規制される。 

 

※鳥獣保護区指定状況（令和元年８月 31 日現在） 

国・県別 区分 個所数 面積(ha) 国有地 民有地等 水面

集団渡来地 2 1,576 413 634 529 1 39

希少鳥獣生息地 1 28,677 28,004 451 222 1 4,561

計 3 30,253 28,417 1,085 751 2 4,600

森林鳥獣生息地 31 62,983 47,878 14,576 529 8 4,279

大規模生息地 1 13,787 13,250 537 1 1,289
集団渡来地 1 353 322 31
集団繁殖地 1 276 276

身近な鳥獣生息地 19 6,436 1,020 5,236 180
計 53 83,835 62,148 20,947 740 9 5,568

合計 56 114,088 90,565 22,032 1,491 11 10,168

うち特別保護地区

国指定内訳

県指定内訳

資 料 1 

単位 個所数：箇所、面積：ha 



 鳥獣保護区の指定区分ごとの方針について 

 

「山形県第１２次鳥獣保護管理事業計画」より 

番号 指定区分 方 針 

１ 森林鳥獣生息地の保護区 イヌワシ、クマタカといった希少な猛禽類をはじめ、森林に生
息し又は森林を餌場にする鳥獣の保護を図るため、良好な森林生
態系が形成されている地域について、鳥獣保護区の新設又は区域
の拡大の必要性について検討する。 
既存区域の指定更新にあっては、希少な猛禽類の生息地であっ

て生息環境を安定して保全する必要があると認められる鳥獣保
護区又は自然環境保全地域の区域を含む鳥獣保護区の指定を更
新する場合、新たな存続期間を20年として更新するものとする。 

 

２ 大規模生息地の保護区 行動圏が広域に及ぶ大型鳥獣を始めその地域に生息する多様
な鳥獣相を保護するため、大規模生息地について、県内の状況を
点検し、鳥獣保護区の新設又は区域の拡大の必要性について検討
する。 
既存区域の指定更新にあっては、希少な猛禽類の生息地であっ

て生息環境を安定して保全する必要があると認められる鳥獣保
護区の指定を更新する場合、新たな存続期間を20年として更新す
るものとする。 

 

３ 集団渡来地の保護区 集団で渡来する渡り鳥等の保護を図るため、これらの渡来地で
ある干潟、湿地、湖沼等のうち必要な地域について、県内の状況
を点検し、鳥獣保護区の新設又は区域の拡大の必要性について検
討する。 

 

４ 集団繁殖地の保護区 集団で繁殖する鳥類等の保護を図るため、島しょ、断崖、樹林、
草原、砂地、洞窟等における集団繁殖地のうち必要な地域につい
て、県内の状況を点検し、鳥獣保護区の新設の必要性について検
討する。 

 

５ 希少鳥獣生息地の保護区 絶滅危惧種にあたる鳥獣若しくは準絶滅危惧種（ＮＴ）、情報

不足（ＤＤ）又は絶滅のおそれのある地域個体群（ＬＰ）として

環境省又は本県が作成した最新のレッドリストに掲載されてい

る鳥獣の生息地であって、これらの鳥獣の保護上必要な地域につ

いて、県内の状況を点検し、鳥獣保護区の新設の必要性について

検討する。 

 

６ 生息地回廊の保護区 生息地が分断された鳥獣の保護を図るため、生息地間をつなぐ

樹林帯や河畔林等であって鳥獣の移動経路となっている地域又

は鳥獣保護区に指定することにより鳥獣の移動経路としての機

能が回復する見込みのある地域のうち必要な地域について、県内

の状況を点検し、鳥獣保護区の新設の必要性について検討する。 

 

７ 身近な鳥獣生息地の保護区 市街地及びその近郊において鳥獣の良好な生息地を確保し若
しくは創出し、豊かな生活環境の形成に資するため必要と認めら
れる地域又は自然とのふれあい若しくは鳥獣の観察や保護活動
を通じた環境教育の場を確保するため必要と認められる地域に
ついて、鳥獣保護区の新設又は区域の拡大の必要性について検討
する。 
既存区域の指定更新にあっては、自然環境保全地域の区域を含

む鳥獣保護区の指定を更新する場合、新たな存続期間を20年とし
て更新するものとする。 

 

 


